
３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

１ 施策の抜本的な見直し 

1 

再生戦略会議の設置 ・行財政計画の進捗状況や財政収支の見通し等

を踏まえながら、施策評価の結果に基づいて、

施策の再構築をすすめ、集中的な取組が必要な

施策分野への限られた財源の効果的・効率的な

配分を議論する場として「再生戦略会議」を設

置する。 

・ここでは、府民ニーズや緊急性、事業効果な

どについて全庁的な視点から検討を行い、施策

再構築の方向性や、集中取組分野において特に

重点化すべき事項を決定する。 

・第１回再生戦略会議を１３年１１月

に設置・開催 
・同会議において、１４年度を「改革

元年」と位置付け、行財政計画案の着

実な推進と再生予算枠活用方針とし

て、「安全なまち大阪」「スピードのあ

る構造改革」を決定。 
・毎年度、府政における集中的な取組

が必要な施策分野について、再生戦略

会議の場で議論し予算に反映 

 
 
 
 
 
 
 
 
   

2 

再生予算枠の創設 施策の再構築等を通じて生み出した財源を活用

し、大阪が抱える課題に集中して取り組むため

の毎年度の当初予算において「再生予算枠」を

設ける。 

・１４年度当初予算案において、上記

再生戦略会議で決定した重点項目に、

事業費３６億円（一般財源ベース２０

億円）を計上 

・行財政改革の着実な実行を前提に、

２５億円（一般財源ベース）を予定。 
・対象施策分野は、知事のトップダウ

ンにより決定。 

・行財政改革の着実な実行を前提に 
３０億円（一般財源ベース）を予定。 
・同左 

 

（１）まちが安全・くらしが安心 

3 

安全なまちづくり ・府内の犯罪発生状況などを踏まえ、府民の不

安を払拭し安全なまちを実現していくため、各

分野で活躍する有識者による懇談会などの意見

を踏まえつつ、警察、知事部局、教育委員会な

ど、行政が一体となった犯罪防止に向けた方策

の検討、具体化を図る。 

・「大阪安全なまちづくり有識者懇談

会」の報告を踏まえた施策の推進 

・「大阪府安全まちづくり条例（仮称）」

を１４年２月議会に上程、１４年４月

条例施行予定 

・「再生予算枠」も活用し、「安全なま

ち大阪」に向けた集中的取組の推進 

○市町村、経済・労働界等の代表者

からなる「安全なまちづくり推進会

議」の設置運営と気運醸成に向けた

広報・啓発 

○府管理道路における道路照明灯、

歩車分離柵の設置 

○登下校時における学童への指導

援助、ひったくり等の被害防止に向

けた広報･啓発  等 

 

 

 

 

  

  

  

すべての施策を評価し、重点化～やるべきことを厳選して施策を再構築～ 

ＮＰＯと協働 

安全なまちづくりに関する取組を推進 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

4 

府社会福祉事業団等委

託施設の民営化（特別養

護老人ホーム） 

・大阪府社会福祉事業団及び恩賜財団済生会支

部大阪府済生会委託の特別養護老人ホームは、

府立施設としては廃止することとし、平成 14

年度中の事業団等への移管を目指す。 

・13 年度末で府立施設としては廃止

し、14年 4月 1日に府社会福祉事業

団等委託法人へ移管し、民営化（白島

荘、春日丘荘、高槻荘、四条畷荘、美

原荘、富美ヶ丘荘、光明荘） 

・13年度末で府立施設を廃止し、 

新たに恩賜財団済生会立の特養とし

て民立民営化（泉南特養） 

   

5 

社会福祉施設機能強化

推進費（地域開放事業） 

・地域開放事業については、施設の自主的事業

を促進するため助成してきたものであるが、各

施設において一定の成果を達成したため、廃止

する。 

・地域開放事業を１３年度末で廃止     

6 

民間社会福祉施設整備

促進費補助金 

・施設の機能向上等を図るため国補助基準面積

に加算して整備を行う法人に対し助成する本制

度については、現行の「ふれあいおおさか障害

者計画」の目標達成が可能と見込まれる施設種

別（本年度からの継続事業分を除く）分を平成

１４年度から、順次、廃止する。 

・施設整備の充足状況を踏まえ、障害

者施設のうち、入所型施設、デイサー

ビス施設を補助対象から除外 

・通所型施設を含め、１４年度末で補

助制度を廃止。 

 

 

  

7 

保健所の高槻市への移

管 

・地域保健サービスの円滑かつ一元的な実施を

図るため、保健所政令市への移行を推進する。

高槻市については、平成１５年４月の中核市移

行に併せて業務を移管する。 

・中核市移行にあたっての府同意、保

健所条例改正等の所要の手続きを行

う。 

・4月 中核市移行により、府保健所

を移管 

  

8 

府保健所組織の再編  ・地域保健サービスの充実に向け、母子保健な

ど身近な保健サービスは市町村で実施されてお

り、府保健所は、難病、感染症や食品衛生、環

境衛生などの専門サービスにより一層効果的、

効率的に対応できるよう、支所（14 ヶ所）に

ついて、早期（平成 16年度～平成１８年度）

に本所に統合し、保健所の専門的・広域的機能

の向上を図る。 

・支所統合に向け、所要の条件整備を

行う 

・全支所同時に保健所(本所)に統合（Ｈ

16～Ｈ18年度） 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

9 

子ども家庭センターの強

化 

・児童虐待防止、子育て支援の取組の中で、市

町村やＮＰＯ等との連携、協働をすすめる。 

・市町村・ＮＰＯと連携した子育て支

援者（子育てＮＰＯ）に対する支援強

化、家庭訪問支援事業の実施 

・家庭訪問支援事業の実施 

・市町村・ＮＰＯとの連携・協働の推

進 

 

 

  

10 

子どもライフサポートセ

ンター（仮称）の設置 

・対人関係がうまくとれないなどからひきこも

り、不登校状態にある児童の自立を支援する機

能をもった施設として、子どもライフサポート

センター（仮称）を整備する。 

・施設整備をすすめ、年度末竣工予定

 

事業開始予定 

（堺市城山台；定員80名） 

 

 

 

 
11 
 

身体障害者福祉センター

附属病院の見直し 

・同院が本来果たすべき障害者医療の広域的専

門病院としての要請に十分応えた利用実態にな

いことから、府立の病院において今後、担うべ

き広域的・専門的な障害者医療やリハビリテー

ション医療機能をより効果的・効率的に提供す

る観点から、府衛生対策審議会における審議を

踏まえて、そのあり方の抜本的な見直しをすすめる。 

・衛生対策審議会答申 

（14年 3月中間報告、夏頃答申） 

・衛生対策審議会での審議を踏まえ、

障害者医療、リハビリテーション機能

の今後のあり方を検討、調整 

  

 

・条件整備の上、具体化に着手 

 

12 

府立５病院のあり方 検

討 

・府立の５病院のあり方、果たすべき役割につ

いては、民間との役割分担等を踏まえ、府衛生

対策審議会において病院ごとの診療機能の見直し

や運営形態の変更をも視野に入れた検討をすすめる。 

・衛生対策審議会答申 

（14年 3月中間報告、夏頃答申） 

・衛生対策審議会の答申を踏まえ、病

院ごとの診療機能見直しの具体化検討

 

 

・条件整備の上、順次具体化 

  

13 

公衆衛生研究所 ・国との役割分担等の観点から、一部機能の見

直しを行い、業務の重点化を図る。また、今後、

国の制度化の検討状況を見極めつつ、独立行政

法人化の検討をすすめる。 

・組織及び研究体制のあり方検討 ・新組織に改組し、業務の重点化を推

進 

  

14 

府立社会福祉施設（社会

福祉法人等委託施設） 

・府立社会福祉施設のうち、府社会福祉事業団

等、府関係社会福祉法人委託施設については、

必要な条件整備を図った上で移管し、原則民立

民営施設とする。 

    

15 

 府社会福祉事

業団等委託施

設 

・府社会福祉事業団等委託の老人福祉施設につ

いては、府立施設としては廃止することとし、

今後、事業団等への移管をすすめる。 

・委託先への移管に向け条件整備 

養護老人ホーム（松風荘、東大阪、た

かわし寮、貝塚） 

軽費老人ホーム（万寿荘、豊寿荘、河

南荘） 

和風荘移管（4月） 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

16 

大阪福祉事

業財団委託

施設 

・大阪福祉事業財団委託施設については、府立施

設としては廃止することとし、今後、各施設種別

ごとに条件整備に努め、順次、事業財団への移管

をすすめる。 

委託先への移管に向け条件整備 

（城東特養、城東養護、槻ノ木荘、高

槻温心寮、豊里学園） 

 

17 

肢体不自由

児委託施設 

・肢体不自由児施設・同療護施設については、府

立施設としては廃止することとし、今後、各施設

ごとに条件整備に努め、順次、委託団体への移管

をすすめる。 

委託先への移管に向け条件整備 

（大手前整肢学園、整肢学院、太子学

園） 

 

 

 

 

 

 

 

18 

 

府障害者福

祉事業団委

託施設 

・金剛コロニーについては、府として果たすべき

役割を精査したうえで、事業団の経営努力に対す

る指導や運営手法の見直しなどを行い、民間で対

応可能な分野は、順次、民間移行をすすめる。 

箕面通勤寮等の一部施設については、民間移行

やＮＰＯとの協働の観点から、利用者の立場から

みて望ましい施設運営形態を目指す。 

・民営化移行のための具体的方策につ

いての検討 

 

・施設運営形態の検討 

・金剛コロニーの担っている役割を精

査し、民間で対応困難な分野以外は、

民間移行への条件整備 

・運営形態の切り替えのための条件整

備 

 

 

 

 

 

 

 

 

19 
砂川厚生福祉センター ・府として果たすべき役割を精査したうえで、施

設種別や運営手法の見直しなどを行い、民間で対

応可能な分野は、順次、民間移行をすすめる。 

・施設種別ごとの運営手法についての

検討 

・民間で対応困難な分野以外は、民間

移行への条件整備 

  

20 

身体障害者福祉センター ・更生施設については、付属して必要となる医療

機能とあわせて、今後施設のあり方を検討する。

また、授産施設については、民間への移行をすす

める。 

・更生施設…医療機能（附属病院）  

の見直しと併せて検討 

・授産施設…施設運営の移行先の検討、

移行に関する条件整備    

   

21 

民間社会福祉施設従事職

員給与改善費補助金 

・平成11年の社会福祉審議会答申後、国の社会

福祉基礎構造改革の進展など新たな環境変化が

あったことから、答申の趣旨を踏まえつつ、経過

措置期間中に、具体的な再構築の道筋をつける。 

・障害者施設の支援費支給制度への移

行など国の社会福祉基礎構造改革の内

容や、府の給与水準の動向を踏まえ､

社会福祉施設に対する支援のあり方に

ついて、検討会を設置 

・社会福祉施設に対する支援のあり方

について、１５年末に検討結果をとり

まとめ 

・１７年度以降の方向性について周

知（１６年度まで経過措置期間） 

 

22 
社会福祉施設機能強化推

進費（加算事業） 

・国の社会福祉基礎構造改革等を踏まえ、民間社

会福祉施設従事職員給与改善費と併せて、今後の

あり方を検討する。 

・民間社会福祉施設従事職員給与改善

費補助金のあり方と併行して検討 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

23 

老人及び障害者、母子家

庭、乳幼児の各医療費助

成制度のあり方 

・国の医療保険制度の抜本改革等の動向を見極

め、持続可能な健康福祉施策体系の確立を目指

して、適正な受益者負担、世代間負担の公平性

等の観点から、市町村とともに、研究を行う。 

・国医療制度改革の動向を踏まえ、福

祉医療費助成制度等について、市町村

との共同研究組織を設置し、早期に研

究成果を集約 

   

24 保健所政令市への移行 ・地域保健サービスの円滑かつ一元的
図るため、保健所政令市への移行を推

所政令市化の促進に向けて、豊

吹田市、枚方市と協議 

   

 府立５病院会計への一般
会計繰出金の削減 

・府立の５病院において、より一層の

に取り組むことで、平成１７年度から

計からの繰出金をさらに削減する。 

債務解消に向けた現行経営改善

着実な実行 

度資金収支黒字転換 

売却 

  
 
 
17 年度以降の繰出金削減に向
けた条件整備完了 

 

 
 

 淡水魚試験場 ・内水面漁業振興のための公設試験研

しての役割を見直し、水生生物に関す

境保全等にかかる調査・研究機能を有

るため、農林技術センターへの統合を

年2月議会に条例改正案を上程

4 月より｢食とみどりの総合技

ター（仮称）｣へ再編 

   

 公害監視センター ・広範かつ多岐にわたる環境事象に的

した環境行政を推進・支援する中核的

て、アウトソーシング可能な検査部門

織を抜本的にスリム化する一方で、新

ニーズにも対応できるよう環境保全技

調整や環境情報発信機能等を有する行

して構築を図る。また、今後、国の制

討状況を見極めつつ、独立行政法人化

すすめる。 

年 2月議会に「環境情報センタ   

 公害監視体制のあり方
（本庁等） 

・事業所などにおける環境マネジメン

ムの進展に伴い、現行の事業者監視・

業務体制を再編し、新たな環境事象に

る政策の企画立案機能や有害化学物質

管理、産業廃棄物処理等の指導体制の

る。新たな指導体制を構築する中で、

は廃止する。 

・内水面漁業振興のための公設試験研

しての役割を見直し、水生生物に関す

境保全等にかかる調査・研究機能を有

るため、農林技術センターへの統合を

・府立の５病院において、より一層の

善に取り組むことで、平成１７年度か

般会計からの繰出金をさらに削減する

府立５病院会計への一般

会計繰出金の削減 

 

25 

26 

24 

28 

27 
な実施を

進する。 

・保健

中市、

経営改善

、一般会

・不良

計画の

・単年

・土地

究機関と

る自然環

効活用す

行う。 

・14

・同年

術セン

確に対応 ・14

究機関と

る自然環

効活用す

行う。 

経営改

ら、一

。 
32 

機関とし

等現行組

たな環境

術の研究

政機関と

度化の検

の検討を

ー(仮称)」へと名称変更する条例を上

程。 

・環境情報・環境学習に係る施設をセ

ンター内に設置。 

・分析業務等の外部委託化（3業務）

   

 

・ＮＰＯを核とした環境教育や環境情報の提供を推進 

 

 

・分析業務の外部委託化のさらなる推進 

トシステ

立入指導

も対応す

のリスク

強化を図

泉州分室

・大気、水質関係に産業廃棄物も含む

監視体制を一元化し、事業所指導体制

を強化 

・上記指導体制を再構築する中で、泉

州分室は、13年度末に廃止 

  


